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宇宙の管理ノウハウが導く地上の医療安全 
初版投稿：2016/09/26 ，最新版投稿：2017/09/29 

 執筆者：⽮野 幸⼦（特別研究員） 

⼈命第⼀は共通の⽬標 

厳しい危険防御策を他の⽤途へ 
筑波⼤学病院では重⼤事故を予防するため JAXA と共同で有⼈宇宙機器の設計思想を医療に活
⽤する取り組みを進めています 1) 。宇宙での事故は宇宙⾶⾏⼠の命の危険に直結するため、
有⼈宇宙機器の設計・製作現場では、独⽴した 3 つの危険防御策により重⼤事故を未然に防
いでいます。⼀⽅、病院では、例えば転倒事故は脳挫傷など命に直接かかわる重⼤損傷とな
り得るため、慎重な管理が必要です。 

転倒防⽌には「確実にアラームを設置する⼿順」の確認 
病院で転倒を防ぐための施策は様々ありますが、認知能⼒が⽋如した患者に対して看護師が
24 時間付き添うのは不可能です。看護アラーム(写真１) 2) という製品もありますが、アラー
ムが機能しないこともあります。そこで筑波⼤学病院は JAXA の担当者とともに管理⼿順を整
理し、「アラームの取り付け」を重点的に管理すれば転倒事故を減らせることを突き⽌めま
した。看護師は、患者の服にアラームを取り付ける際、カード (写真２)  を⾒て確実に取り
付けます。たったこれだけで転倒リスクが減ります。病院側は「JAXA の論理的な考え⽅のお
かげで、病院の安全管理が楽になった」と語ります。 

 
写真 1 看護アラーム (商品名う〜ご君) 
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写真 2 設置⼿順を⽰したカード（JAXA/筑波⼤提供） 

宇宙と医療を繋ぐきっかけ 
 JAXA と病院の出会いのきっかけは向井千秋宇宙⾶⾏⼠です。彼⼥は⼼臓外科医であると同
時に宇宙⾶⾏⼠訓練を通じて危険防御策を実践してきました。向井⾶⾏⼠は病院の管理問題
を知ると JAXA 有⼈宇宙技術部⾨有⼈システム安全・ミッション保証室⻑に筑波宇宙センター
の廊下で声をかけました。「宇宙の技術を地上に役⽴てよう」という会話がきっかけにな
り、主任研究開発員が打ち合わせのため病院に通いました。検討のための会議は 2 年で 20 回
以上になりましたが、2 つの機関が地理的に近接していたのも好都合でした。  

今後に向けて 
JAXA とメーカーは、アラーム⾃体が取り付け状態を⾃⼰診断できるような技術改良を進めて
います。 

科学技術政策との関連 
平成 28 年 1 ⽉に閣議決定された我が国の第 5 期科学技術基本計画では、オープンイノベーシ
ョンを推進する仕組みの強化の⼀つとして国⽴研究開発法⼈の橋渡し機能の強化が掲げられ
ています 3)。宇宙から医療分野への橋渡しの成功例が、今後、その他の分野にも展開できる
例となりそうです。 

出典 
1) 「宇宙の安全を医療の安全へ」開催報告  
https://www.tsukuba.ac.jp/news/n201607261807.html 
2) ホトロン体動コール HB-TV3 うーご君  http://www.hotron.co.jp/   
3) 内閣府 第 5 期科学技術基本計画 http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/index5.html 

関連するデルファイ課題 
・ 医療従事者のためのシミュレーション技術を導⼊した医療安全教育（2010 年：第 9 回調査） 
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・ 物理的誤動作が⼈間の命や健康に影響を与えるシステム（ロボット、⾃動運転⾞、医療システムな
ど）のソフトウェアを解析し、安全に動作することを確認する技術（2015 年：第 10 回調査） 

排泄予知ウェアラブルデバイス 
初版投稿：2016/09/21 ，最新版投稿：2017/06/27 

 執筆者：中島 潤（特別研究員） 

⾼齢社会と介護問題 

慢性的に不⾜する介護⼈材 
世界に先駆けて超⾼齢化が進む我が国では、後期⾼齢者⼈⼝が増加する中、介護⼈材の不⾜
も深刻な社会問題となっています。厚⽣労働省によると、2025 年度の介護⼈材の需要約 253
万⼈に対して、現状推移シナリオによる介護⼈材の供給⾒込みは約 215 万⼈と、約 38 万⼈も
の介護⼈材不⾜が推計されています 1) 。また在宅介護も増加しており、介護者の負担軽減が
求められています。 

介護者の負担が⼤きい、尿漏れ、便漏れという問題と向き合う 
認知症や加齢による機能低下などにより、⾃分の意志通りに排泄ができなくなっている⽅も
増えています。尿漏れや便漏れの処理は、介護者にとって負担になるだけではなく、他者に
排泄の処理を頼まなくてはいけない状況は、被介護者⾃⾝にとっても、⼼⾝ともに負担とな
ります。ある調査では、排泄介護を負担と感じる介護者の割合が、⾝体的負担 71%、⼼理的
負担 50%、社会・経済的負担 56%と⽰されており、いかに多くの⽅が負担を感じているかが
わかります 2) 。  

おむつに様々なセンサーをとりつけることで排泄を検知するという技術は既にいくつか製品
化が進められていますが、トリプル・ダブリュー・ジャパン株式会社は、ベンチャーキャピ
タルからの出資や国⽴研究開発法⼈新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）の助成⾦
を受け、「DFree」という製品を開発しました。この製品は、内蔵された超⾳波センサーとス
マートフォンとの連動機能によって排泄の周期を予知し、介護者または被介護者⾃⾝に排泄
のタイミングが近づいていることを伝え、排泄⾏為を促すことにより、尿漏れ・便漏れの回
数を減らすという新たな発想での実証実験・商品化が進められています。今後も最新の科学
技術を活⽤していくことで、尿漏れ・便漏れやおむつ交換の回数などを減らして介護者・被
介護者共に負担軽減となるような製品が様々な事業者から開発されることが期待されます。 
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